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研 究 論 文

１．まえがき

わが国における温室効果ガス削減政策の中で，民生家庭

部門のエネルギー消費削減は重要な課題であるが，地域や

国土レベルで家庭部門のエネルギー消費を把握・予測する

上ではそれぞれの世帯において建物の様式や性能，居住者

の数とその生活行動，エネルギー消費機器の保有状況とそ

の性能，周辺の気温等気象条件に大きな差異と経年変化が

あることが大きな問題である．

著者らは大阪市を対象に，その全世帯を世帯属性や住宅

形式・広さ・断熱性能別に詳細に区分した家庭用エネルギ

ー最終需要モデルを構築し，それにより住宅熱性能や機器

性能，生活行動がエネルギー消費に与える影響を定量的に

評価してきた1～4）．これらの結果は，住宅の断熱や冷暖房機

器のエネルギー性能が地域全体でのエネルギー消費に大き

な影響を与えることを示しているが，冷暖房エネルギー消

費量の正確な評価のためには①建築の性能に基づく熱負荷，

②冷暖房を使用しない場合の室内環境，および室内環境と

冷房発停行為の関係，③冷暖房機器のエネルギー性能の３

つの要素をモデル化する必要があり，かつそれぞれの根拠

となる実測データがほとんど得られていないため，モデル

の精度に関して十分な検証をおこなうことが難しい．

本論文においては，大阪市近郊において得られた住宅の

エネルギー消費実態に関する詳細実測結果を用いて，室内

環境と居住者の冷暖房開始行為のモデルを改訂するととも

に，それを用いた冷暖房発停状況，冷暖房エネルギー消費

の計算結果と実測値との比較をおこなう．更に大阪市全体

を対象としたモデルを用い，地域の電力気温感応度および

ガス消費量の月別変化によってモデルの気温に対する変動

特性の検証をおこなった上で，エネルギー消費の気温感応

度に与える諸要因の影響を検討する．

２．モデルの概要

2.1 地域エンドユースモデルの概要

本研究で開発した家庭用エネルギーエンドユースモデル

の計算フローを図１に示す．このモデルでは大阪市の全世

帯を世帯類型19区分（世帯人員数，構成人員の性別，職の

有無），住宅構成20区分（戸建・集合毎に面積10階級），住

都市家庭部門エネルギー最終需要モデルの
検証と気温上昇影響
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Abstract
Detailed residential energy end-use simulation model which predicts energy consumption in residential sector of
a city or region is developed. In this model, by summing up the results of single house simulation which calculates
heat load, occupants’behavior and energy use of appliances for various household types and residential types, total
energy consumption for the residential sector at a city can be estimated. In this paper, we derived the function
which defines the relationship between room air temperature and operation of air conditioner from the field
measurement results. In addition, accuracy of the heat load calculation parts and heating/cooling energy
calculation parts of the model is also verified by field measurement results. In the final part of this paper, the
model is applied to predict the change of energy use occurred by the change of outdoor air temperature due to
urban heat island or global warming.
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宅断熱性能５区分（無断熱，旧基準以下，旧基準，新基準，

次世代基準）の合計1,900類型に区分し，各類型の住宅につ

いて１年間のエネルギー消費シミュレーションを実行した

後，国勢調査データ等を用いて推定した各類型の世帯数で

積算して大阪市全体の家庭部門エネルギー消費量を求める

ものである．モデルの詳細については既報3），4）を参照のこ

と．以下では本論文で特に焦点をあてるエネルギー消費の

気温変動の影響に関するモデルについて説明する．

2.2 冷暖房・給湯エネルギーシミュレーションモデル

本モデルの大きな特徴は，モデル内部の冷暖房エネルギ

ーシミュレーションモデルによって住宅構成20類型×断熱

仕様５段階それぞれに設定した住宅に対して熱回路網モデ

ルにより冷暖房負荷を計算し，冷暖房機器の効率からエネ

ルギー消費量を計算することにより建物の熱性能，冷暖房

機器の効率の影響などを精度よく評価できる点にある．既

報3）では，冷暖房スタートの決定はまず冷暖房をおこなわ

ない場合の自然室温を計算し，自然室温による冷暖房開始

確率および時刻による冷暖房開始確率の２つの積として求

められる冷暖房開始確率から離散型乱数を用いて冷暖房開

始を決定していた．本論文ではこのアルゴリズムについて，

自然室温に対する冷暖房開始確率を羽原ら5）の手法より室

温による関数を時間帯別に与えることで冷暖房の発停を１

つの関数で決定できるように改善した．また，夏期（４月

～10月）に在室者があり，自然室温が冷房設定温度（27℃）

以上で冷房がOFFに判定されている場合には，窓を開けて

通風することを想定して換気回数を10回（通常0.5回）と設

定した．冷暖房の開始・終了判定に関するアルゴリズムを

図２に示す．

冷房および暖房にエアコンを使用した場合のエアコンの

COPはJRA（6日本冷凍空調工業会）の期間エネルギー消

費量算定基準6）におけるCOP算出手順にもとづき，冷房負

荷率と外気温によるCOPの変化を考慮した．なお，暖房は

電気エアコン・電気ヒーター・ガスヒーター・灯油ヒータ

ーの熱負荷ベース比率を大阪市内で実施したアンケートの

結果4）より表１のように設定している．

なお，給湯用エネルギー消費量は，季節別・世帯人員別

に設定した風呂やシャワーの回数およびエネルギー消費行

動モデルによって決定されるその他の給湯利用回数とそれ

ぞれの湯量，用途毎の利用温度と上水温度との差によって

計算する．上水温度Tw［℃］は鍋島ら7）による次式によって，

外気温度より計算している．

Tw＝1.28＋0.19Ta1＋0.72Ta2 …………………（1）

Ta1：当日の平均外気温［℃］

Ta2：過去７日間の平均外気温［℃］

その他，冷蔵庫の消費電力量についても佐野らが実測よ

り求めた実験式8）によって外気温の影響を考慮している．

図１ 家庭用エネルギーエンドユースモデルの計算フロー

図２ 冷暖房発停決定のアルゴリズム
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３．実測結果を用いたパラメータの決定と

モデルの検証

3.1 実測調査の概要

本論文では，辻らの関西文化学術研究都市（京都府精華

町・木津町），和泉市における住宅の冷暖房エネルギー実測

結果8），9）および羽原らの東大阪市における冷暖房稼働実態に

関する実測結果5）により冷暖房行為開始条件に関わるパラ

メータの同定と地域間比較をおこなった後，前記和泉市お

よび関西文化学術研究都市における実測結果を用いて冷暖

房エネルギー消費モデル全般についての比較をおこなった．

羽原らの実測は東大阪市の一般住戸49戸を対象に2003年

夏期に居間の温湿度とエアコン稼働確認のための吹き出し

口気温を計測したものである．また，辻らの実測は，関西

文化学術研究都市では戸建住宅40戸を対象に1999年夏期に，

和泉市では戸建住宅20戸を対象に2003年夏期におこなわれ

たエネルギー消費の詳細実測結果のうち，居間の室温とエ

アコン電力消費量のデータを使用した．

3.2 冷暖房オン行為に関わるパラメータ

３地区の６～11時における冷暖房開始確率を室温毎に整

理し，図３に示す．同じ室温に対して，暖房については和

泉市の暖房開始確率が高くなり，冷房については東大阪市

の冷房開始確率が低くなる．和泉市は木津町・精華町に比

べて暖房エネルギー消費量が少なく，冷房エネルギー消費

量が多くなっている9）が，暖房開始確率について見れば和

泉市の方が高い．暖房時の11～24時や，冷房時の21～24時

においては３地区で差がないことを勘案し，エンドユース

モデルで対象とする大阪市との地理的関係から，次項以降

で示す大阪市を対象とするシミュレーションでは東大阪の

データを基に羽原ら5）が求めたパラメータをそのまま用い

ることとする．冷暖房の開始確率が，室温 trの関数として

次式に示すシグモイド関数10）

P（tr）＝1/（1＋a－（ tr－θ））…………………………………（2）

で表されるとして，（2）式中のパラメータa，θの値を冷房

期については21～24時および６～11時（朝・夜），11～21時

（昼間・夕方），24～６時の３時間帯，暖房期については６

～11時（朝）と11～翌日６時（昼間・夜間）の２時間帯に

それぞれ区分して同定した値を表２に示す．

3.3 実測結果によるモデルの検証

まず，居間の冷暖房使用頻度について，和泉市における

実測結果との比較をおこなう．シミュレーションでは４人

世帯（共働き夫婦と高校生，中学生）を想定し，和泉市の

実測データから求めた（2）式のパラメータ，実測で得られ

た気象データを利用して冷暖房の使用時間をシミュレート

する．比較する実測結果も４人世帯のものを対象とした．

図４に，７～９月平均の冷房使用頻度についての比較結果

を，図５に１～３月平均の暖房使用頻度についての比較結

果を示す．実測された冷暖房使用頻度は世帯によるばらつ

きが大きいが，平均値で見るとほぼシミュレーション結果

に等しくなっていることがわかる．昼間に実測値が高くな

る原因の一つにはモデルで共働き夫婦の行動パターンを用

いたことがある．また深夜のように，モデルで用いている

生活スケジュールデータ（NHK生活時間調査を基にしてい

る）が夜型の生活スケジュールを考慮していないことによ

る等の差が見られている．また，（2）式のパラメータを東大

阪の実測から得られた表２の値とした場合，暖房の朝ピー

ク，冷房の夜ピークなどでは頻度が0.1程度低下している．

次に，熱負荷計算モデルおよびエアコンモデルの検証の

ため，精華町・木津町での実測データのうち，住宅の平面

図と断熱仕様の情報が入手でき，冷暖房が電力のみでおこ

表１ 暖房エネルギーの機器別シェア（熱負荷ベース）

表２ 冷暖房開始パラメータ

図３ ６～11時の冷暖房開始確率
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なわれているＡ邸（４人世帯）の居間について，冷暖房エ

ネルギー消費量および冷暖房停止時の自然室温の，シミュ

レーションとの比較をおこなった．シミュレーションにお

ける生活スケジュールはＡ邸と同じ世帯構成とするが，冷

暖房発停スケジュールのみはＡ邸の実測値に合わせ（従っ

て内部発熱スケジュールは一致させていない），また冷暖房

設定温度もＡ邸データを参考に冷房27℃，暖房21℃とした．

図６に１月平均の居間室温および暖房エネルギー消費量

の比較を，図７に８月平均の冷房エネルギー消費量の比較

を示す．１月については朝の立ち上がり時のエアコン消費

電力のシミュレーション値が大きく，消費電力の月積算値

では21％の差がある．これは室の熱容量や内部発熱の差，

高出力時のエアコンCOP`推定値の差などが原因として考え

られる．他の時間帯のエネルギー消費パターンや暖房の停

止している深夜の室温変化はよく一致している．また８月

のエネルギー消費は実測値とよく一致しており，月積算値

で５％以下の差となっている．

このように，１住戸のみの比較ではあるが，熱負荷計算，

エネルギー消費量ともにほぼ良好な一致が得られた．

４．統計値および電力気温感応度の比較

4.1 大阪市全体の家庭用エネルギー消費量推計結果

2000年を評価対象年とし，同年の気象データを入力とし

て大阪市全体の家庭用エネルギー消費量を推計した結果を，

同年のエネルギー消費統計値11）の電灯電力より街路灯，中

小規模店舗・事務所の消費分を推定して補正した値，同統

計の家庭用都市ガス消費量，家計調査年報12）の世帯あたり

消費原単位から推定した灯油消費量と比較する．大阪市全

体の年間二次エネルギー消費量についての比較を図８に示

す．電力消費量は統計値との差が２％以下と，非常に高い

精度で一致している．また都市ガス消費量は統計値に比べ

て７％低いが，統計値に小規模店舗併用住宅の店舗分が含

まれていることも原因として考えられる．

次に，大阪市統計書記載の月別ガス消費量について，シ

ミュレーション値との比較を図９に示す．ここで統計書に

は検針日基準の月別値が記載されているため，シミュレー

ションを前月16日から当月15日までの積算に変更して比較

をおこなった．両者の月別変化は非常によく一致しており，

モデルによる都市ガス消費量の74％が給湯用，14％が暖房

図４ 和泉市における居間の冷房使用頻度比較

図５ 和泉市における居間の暖房使用頻度比較

図６ Ａ邸を対象とした暖房時シミュレーションの検証

図７ Ａ邸を対象とした冷房時消費電力の検証

図８ 大阪市年間二次エネルギー消費量の比較
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用で季節変化はほぼ両要因によって起こることを考えれば，

暖房・給湯モデルの予測精度が高いことを示していると言

える．

4.2 電力気温感応度についての比較

ヒートアイランド現象等により気温が上昇すると，冷房

負荷の増加・暖房負荷の減少・エアコンのCOPの変化・水

道水温の上昇による給湯エネルギーの減少等によるエネル

ギー消費の変化が誘起される．気温１℃の上昇に伴って増

加もしくは減少する電力消費量を「電力消費に関する気温

感応度」といい，鳴海ら13）は，時刻別電力供給量データを

基に，時刻別に気温と電力消費量の相関を取ることにより，

大阪府内の３地域における気温感応度を計算している．こ

こでは，この結果を基に，2001年７月～９月，2002年１月

～３月を対象に，当該時点の大阪管区気象台の気象データ

を入力とし，シミュレーションで気温を１℃上昇させるこ

とによって求められる大阪市全体の電力気温感応度を計算

するとともに，文献13）で推定されたＢ供給区（豊中市内）

およびＣ供給区（大阪市内）の電力気温感応度を比較する．

なお後者については，推定された供給区内の住宅床面積で

床面積あたり原単位に直した後，大阪市全体の延べ床面積

を乗じて大阪市全体の値を推定しており，シミュレーショ

ンで考慮している大阪市全体の世帯・住宅構成の分布と，

当該供給区のそれらとの差異についてはここでは考慮でき

ていない．

図10に夏期についての比較結果を示す．夏期については

Ｂ供給区のデータと，大阪市を対象としたシミュレーショ

ン（図８，９）の標準入力条件を用いたCASE1の結果を比

較すると，シミュレーション結果が若干低めになるが，よ

く似た傾向を示している．ただし，深夜にシミュレーショ

ンによる気温感応度が小さくなっており，これは前述のよ

うに生活スケジュールモデルに夜型の生活行動が考慮され

ていないことによると思われる．一方でＣ供給区の気温感

応度は昼間も高い値を維持しており，CASE1のシミュレー

ション結果と大きく異なっている．この原因を見るため，

3.2で述べたような冷房開始行為のモデル化をおこなわず，

在室者があり自然室温27℃以上で必ず冷房が開始すると仮

定した場合をCASE2，昼間は在室者の有無にかかわらず全

て冷房ONと仮定した場合をCASE3としてシミュレーショ

ンした結果を図10に併せて示すが，CASE3の場合でＣ供給

区をやや上回る気温感応度となることから，Ｃ供給区では

在室率がモデルの想定よりかなり大きいことが予想される．

このことは，Ｃ供給区内では併用住宅が多い事実と符合し

ており，大阪市全体の状況としてはＢ供給区の実態の方が

近いと考え，以降の大阪市を対象としたシミュレーション

ではCASE1の設定，すなわち3.2で示した冷暖房開始行為

モデルを用いることとする．

図11に冬期についての比較結果を示す．冬期については

両地区の実測結果に比べてシミュレーション結果は特にピ

ークが大きく，日平均でもＣ供給区に対して約30％大きく

なっている．暖房については上述の生活スケジュールの差

異の他，電力と都市ガス・灯油とのシェア・使い分け等も

考慮する必要があり，この点については今後更なる検討が

必要である．

５．エネルギー消費の気温感応度に関する考察

気温の上昇がエネルギー消費に与える影響を正しく予測

することは，ヒートアイランド現象の環境へのインパクト

を評価する目的だけでなく，将来の地球温暖化に対する適

応策を考えていく上でも重要である．本研究で開発したエ

ネルギー最終需要モデルは，熱負荷計算など気象条件がエ

ネルギー消費に与える影響メカニズムを詳細にモデル化し

ており，前節で見たように電力消費の時刻別気温感応度や

都市ガス消費量の月変化などが高い精度でシミュレートで

きていることから，エネルギーの気温感応度予測ツールと

しても用いることが可能である．そこで，以下ではシミュ

図９ 大阪市ガス月別消費量の比較 図10 夏期気温感応度の比較

図11 冬期気温感応度の比較



－59－

436エネルギー・資源 Vol. 27  No. 6（2006）

レーション結果を用いてエネルギー消費の気温感応度につ

いて考察をおこなう．

表３に2000年の大阪市住宅部門年間一次エネルギー消費

量について，外気温が年間を通じて１℃上昇した場合を想

定し，エネルギー消費量の変化を計算した結果を示す．全

体では1.7％のエネルギー消費量減少であるが，冷房や冷蔵

庫によるエネルギー消費増加がある電力消費はわずかなが

ら増加し，暖房と給湯が主要な消費用途である都市ガスや

灯油の消費量は減少する．この変化を用途別に見ると図12

となり，冷暖房とも電力消費への影響が大きく，暖房の電

力消費の減少が冷房電力消費をわずかに上回ることが解る．

次に，代表的な世帯類型毎の一次エネルギー消費の気温

感応度について計算した結果を図13に示す．気温感応度は

全ての場合で負（気温が上昇するほどエネルギー消費量が

減少）となるが，その大きさは住宅の床面積が広くなるほ

ど大きくなり，特に世帯人員が多いときに大きくなる．こ

れは，暖房エネルギー消費の冷房エネルギー消費に対する

比率および冷暖房エネルギーのエネルギー消費量全体に占

める比率が，住宅が広くなるほど高くなることによるもの

である．なお，戸建て住宅では集合住宅に比べてその勾配

が小さくなるが傾向は同様である．

最後に，冷暖房用省エネルギー技術の普及が気温感応度

に与える影響を評価するため，すべての住宅のエアコンCOP

が2004年のトップランナー基準まで向上した場合，全ての

住宅の断熱気密性能が次世代省エネルギー基準まで向上し

た場合のそれぞれについて，一次エネルギー消費の気温感

応度を計算し，基準ケースの場合との比較とともに図14に

示す．エアコンのトップランナー化では気温上昇によるエ

ネルギー消費増が基準ケースより大幅に小さくなるのに対

して暖房の変化が小さいことから，気温上昇によってエネ

ルギー消費の減少幅が基準ケースより大きくなる．一方，

断熱性能の向上では冷房エネルギーが変化しないのに対し

て暖房の減少量が小さくなり，エネルギー消費の減少幅は

基準ケースに比べて大幅に小さくなる．このように省エネ

ルギー技術の種類によって気温感応度に大きな差が生じる

ことになる．なお，気温を上昇させない状態で，基準ケー

スでは大阪市の年間エネルギー消費量71.1PJ/年に対してエ

アコンのトップランナー化で68.4PJ/年，次世代省エネルギ

ー基準導入で61.8PJ/年とベースライン自体が気温１℃上昇

による変化幅以上に変化していることには注意を要する．

表３ 大阪市年間一次エネルギー消費量の気温１℃上昇

による変化（単位［PJ/年・市］）

図12 一次エネルギー消費気温感応度の用途別内訳 図14 省エネルギーの進展と気温感応度の関係

図13 世帯類型別の年間一次エネルギー消費気温感応度

（b）戸建て住宅

（a）集合住宅
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６．まとめ

本研究では都市レベルのエネルギー消費を，都市内に存

在する住宅の世帯類型・住宅形式・規模別に詳細に区分し

た都市家庭部門エネルギー最終需要モデルについて，実際

の住宅で計測されたデータを用いて冷暖房開始行動モデル

パラメータの同定，熱負荷計算・冷暖房エネルギー消費モ

デルの検証をおこなった後，同モデルを用いて気温上昇に

対するエネルギー消費の気温感応度について検討をおこな

った．得られた結論は以下の通りである．

１）冷暖房開始行動については実測データから地域により

若干の差異が見られることが示され，生活様式や気候

の違いが冷暖房行動に影響を与えている可能性が示さ

れた．

２）住宅実測データとの比較や，電力時刻別気温感応度，

大阪市域全体でのガス消費量月別変化等のシミュレー

ションの検証ではおおむね満足のいく一致が得られて

おり，本モデルの冷暖房給湯関係の精度の高さが示さ

れた．ただし，住宅の冷暖房エネルギー消費量や気温

感応度の比較で差の大きい場合も見られる．住宅の冷

暖房エネルギー消費量の比較は一戸のみの比較であり，

今後より多くの実態調査データを収集し検証すること

が必要である．またここで示したようにエネルギー消

費気温感応度データは冷暖房給湯関係のモデル検証に

も有用であり，地域の世帯構成をシミュレーションに

反映することも含め比較例を増やすことが必要である．

３）エネルギー消費の気温感応度に関しては，世帯類型に

よる差異が大きいだけでなく，省エネルギー技術の進

展が気温感応度に与える影響は技術によって大きく異

なり，気温感応度自体が今後の住宅・家庭用エネルギ

ーシステムの変化によって変わっていく可能性がある

ことが示唆された．
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